
平成１４年１月３０日 

 

 

ITER 計画の審議について 

 

 

第１３回総合科学技術会議において、科学技術政策担当大臣と

有識者議員による「ＩＴＥＲ計画に対する考え方」を報告したが、こ

の際の議論を踏まえ、財務省の意見とこれに対する文部科学省

の意見を聴取し、以下のとおり議論を行った。 

 

1. ＩＴＥＲ計画に要する経費の確保に関する議論 

1-A. 原子力関係経費の中で確保できる見通しがあるか 

1-B. 他の重要政策に影響を与えないか 

2. 誘致した場合の追加的経費に見合う効果が得られるかど

うかに関する議論 

3. 想定した経費を超過する可能性と対処に関する議論 

4. ＩＴＥＲ以外の核融合研究をどこまで進めるべきかの議論 

 

 総合科学技術会議としての最終判断に向けて、引き続き以上

の点について議論の整理を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

資料３－１ 
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1. ＩＴＥＲ計画に要する経費の確保に関する議論 

1-A. 原子力関係経費の中で確保できる見通しがあるか 

【財務省】 

ＩＴＥＲ計画を誘致する場合、その必要経費を捻出するため、

文部科学省は、同省の原子力関係経費のうち、核燃料サイクル

や次世代炉の開発、安全対策や廃炉・廃棄物対策等に関わる

経費を平成１５～１７年度にかけて大幅に削減する（１７年度は１

３年度の約４割減）こととしているが、これが可能かつ妥当か。 

仮に削減を行ったとしても、建設着工（平成１７年度予定）以

降の原子力関係経費の増大にどのように対応できるか、原子力

研究関連施設の廃止措置に要するコストの見通しも含め、具体

的に明確化する必要がある。 

【文部科学省】 

第二期科学技術基本計画に示された科学技術関係経費を

拡充していく中で、年間３～４％の原子力関係経費の伸びを想

定すれば、ＩＴＥＲ計画の誘致に必要な予算を確保することは可

能である。原子力分野の各種研究開発については、施設整備

の終了等による当然減を有効活用しつつ、優先度を考慮して実

施することになるが、平成１８年以降は「もんじゅ」の改造工事終

了等で拡充が可能である。（特別会計の研究開発費は、１８年度

に１４年度の約８割） 

現在、廃止措置が確定している原子力施設は少数であり、大

型の原子力施設である「ふげん」については、当面の所要経費

を織り込み済みである。 
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1-B. 他の重要政策に影響を与えないか 

【財務省】 

既存の大規模研究開発プロジェクトの後年度負担が増大す

る中で、他の重要分野に影響を及ぼさないで、ＩＴＥＲ計画に要

する経費を措置することができるのか。 

【文部科学省】 

ＩＴＥＲ計画が我が国にとって重要かつ大規模なプロジェクトで

あることから、政府全体で計画の推進に取り組むことが重要であ

る。第二期科学技術基本計画に示された科学技術関係経費を

拡充していく中で、重点４分野の推進、競争的資金の倍増、国

立大学等の施設の計画的整備等の目標を達成しつつ、宇宙や

海洋分野の大型プロジェクトについても優先度に従って推進す

る。あわせて、ＩＴＥＲ計画に参加・誘致するための経費を原子力

分野の予算内で確保することは可能である。 

 

2. 誘致した場合の追加的経費に見合う効果が得られるかどうか

に関する議論 

【財務省】 

科学的成果が参加極で共有される中で、誘致において必要

な参加の場合の２倍以上の費用負担（追加的な費用負担は約４，

０００億円）、放射化物の最終処分や安全確保等の責任、他の

参加極が脱退するリスク等に見合う（又は上回る）効果が得られ

るのか十分な検証の上、国民の理解を得る必要があるのではな

いか。 

【文部科学省】 

核融合研究開発の拠点形成による周辺分野を含めた科学的
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な成果の集積及び人材育成、技術的な成果の蓄積（統合技術、

運転・管理経験、実用に向けた建設・運転技術、規格規準等）、

プロジェクト運営の主導権確保等は、誘致に伴って生ずる追加

的費用や放射化物の処理・処分責任等に見合うと判断される。 

 

3. 想定した経費を超過する可能性と対処に関する議論 

【財務省】 

過去の計画遅延や費用増大の事例（「もんじゅ」の建設費は

約２倍に増大、建設費期間は約７年延長、「むつ」の事業費は約

２０倍に増大、建設期間は約２４年延長）を踏まえ、厳密な計画

管理と適切な評価を行う具体的な対応策を検討すべきでない

か。 

また、１５カ国で構成されるＥＵと我が国の負担額が同等で良

いのか等、我が国の負担額について、現状での見込みを含め、

適切に評価すべきではないか。さらに、参加極の負担能力を勘

案して我が国の負担額が適切に想定されているか、十分な検討

が必要なのではないか。 

【文部科学省】 

ＩＴＥＲ計画は工学設計活動において実機大の試作等で製作

性と性能を確認していることに加え、計画管理を適切に実施す

ることで、費用の不確定幅を最小化できる。各極間の費用負担

は、今後の政府間協議で議論する。 

 

4. ＩＴＥＲ以外の核融合研究をどこまで進めるべきかの議論 

【財務省】 

ＩＴＥＲ計画に並行して、トカマク以外のプラズマ閉じ込め方式
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の研究や材料開発を行うことは可能か、メリハリを付けていく必

要を含め、具体的方策を検討する必要があるのではないか。ま

た、核融合研究者の間に、ＩＴＥＲを日本に誘致することが望まし

いとの幅広いコンセンサスがあるのか、見極める必要があるので

はないか。 

【文部科学省】 

ＩＴＥＲ計画を核融合研究開発における実験炉と位置付けるこ

とは、原子力委員会において、大学等の主要な核融合研究者

の参画を得てとりまとめられたものである。我が国の核融合研究

開発については、現在、科学技術・学術審議会の核融合研究ワ

ーキンググループにおいて、重点的・効率的な推進のあり方を

検討している。この結果を踏まえ、重点的な研究開発の推進を

図っていく予定である。 
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ＩＴＥＲ計画に対する考え方 

 

平成１３年１２月２５日 

科 学 技 術 政 策 担 当 大 臣 

総合科学技術会議有識者議員 

 

エネルギーは現代社会の基盤であり、エネルギーの長期安定

的な確保は、我が国のみならず、世界の社会・経済の持続的発

展のために最重要の課題である。今後、開発途上地域を中心と

した人口増加や社会・経済の発展に伴い、エネルギー需要の拡

大が見込まれており、この問題に対する長期的観点からの対応

が必要である。加えて、温室効果ガスによると考えられる地球の

温暖化が進んでおり、エネルギーシステムの脱炭素化を迅速に

進めることが、地球環境への負荷を軽減する重要な方法と考え

られる。こうしたエネルギー供給と地球環境問題の解決のために

は、５０年、１００年先を見据えた長期ビジョンに立った研究開発

への取組みが緊急の課題である。このような状況下において、

集中型発電システムとしての核融合発電は、放射化物が発生す

る問題はあるものの、資源制約が少なく環境負荷が小さい将来

の基幹エネルギー源として大きな期待が持たれているものであり、

特にエネルギー資源の安定確保が安全保障上からも重要な我

が国としては、これを重要な長期的研究開発課題と位置付けて、

他国にも増して、これに取り組む必要がある。 

 

この様な認識に基づき、科学技術政策担当大臣と有識者議

員は、本年６月の第７回本会議以降、科学技術政策上の観点か

参考 【第１３回総合科学技術会議：資料５】 
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ら、我が国のＩＴＥＲ計画への参加、さらにはＩＴＥＲ計画を誘致す

ることについて検討を行ってきた。この際、原子力委員会等での

検討内容のレビューや、国内核融合研究施設や国内サイト候補

地の視察、専門家ヒアリング等を実施し、論点を抽出し、調査・

検討をすすめた。ＩＴＥＲ計画の参加・誘致については、特に誘

致することの是非をめぐり各様の意見が出されたが、この度、以

下のような考え方をまとめるに至ったので報告する。今後、ＩＴＥＲ

に対する欧米等の最新情勢や来年１月に開催が予定される政

府間協議の状況等を踏まえ、次回以降の総合科学技術会議でＩ

ＴＥＲ計画の参加・誘致に関する最終判断を得たい。 

 

 

１． 核融合発電の実用化には、まだかなりの時間を要すると見

込まれるが、ＩＴＥＲ計画は、核融合プラズマの自己燃焼状態の

実現や炉工学技術の総合試験等、核融合発電の実現性を確

かめる研究開発として、現時点で最も可能性の高い選択と考え

られる。ＩＴＥＲ計画が順調に進めば、将来の核融合発電に向

けて多くの知見が得られるものと期待され、これを国際共同プ

ロジェクトとして実施し、参加国間で経費を分担し、成果を共有

する意義は大きいものと考えられる。 

 

ＩＴＥＲ計画で我が国に蓄積される科学技術上の成果は、ＩＴ

ＥＲ計画に参加する場合には、研究成果の共有に加えて、機

材の分担調達や研究員の派遣による技術の修得が期待される。

さらにＩＴＥＲ計画を誘致した場合には、核融合研究の世界的な
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拠点が国内に形成されることになり、参加のみの場合と比較し

て、より多くの技術が蓄積し人材が育成されることになる。これ

により、我が国において、将来の核融合発電に向けた基盤形

成が加速される。また、参加国中で最大の貢献を行うことで、エ

ネルギー問題の解決に向けて取り組む我が国の真摯な姿勢が

国内外に示されることにもなる。一方、誘致国は、参加のみの

場合に比べてかなり多くの費用の負担と、安全の確保や放射

化物処理などの責任を負うことになる。しかし、将来、我が国が

核融合発電において主導的立場に立とうとするならば、誘致す

る効果は非常に大きいと考えられる。 

 

ＩＴＥＲ計画に参加・誘致するための経費は、第二期科学技

術基本計画に示された科学技術関係経費を拡充していく中で、

原子力分野の範囲内で確保することが可能と見込まれる。ＩＴＥ

Ｒ計画を担当する文部科学省は、他の重要分野に影響を及ぼ

さないよう、責任を持って予算を措置すべきものと考える。 

 

以上を勘案し、科学技術政策担当大臣と有識者議員は、我

が国がＩＴＥＲ計画に参加することが望ましく、さらにこれを誘致

することの意義があるものと判断した。 

 

 

２． 政府は、以上の考え方を踏まえて、ＩＴＥＲ計画の誘致も考

慮に入れ、政府間協議に臨むことが適当である。政府間協議

にあたっては、参加極間の費用負担や責任のバランスのとれた
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枠組みの形成に努め、国益を損なうことのないよう最善の努力

を尽くすべきである。また、同時に、ＩＴＥＲ計画の意義について

国民の理解を得る努力を行う必要がある。政府は、このような総

合的な観点に立って、参加ないし誘致を最終的に決定すること

が適当である。 

 

 

なお、ＩＴＥＲ計画に参加ないしＩＴＥＲ計画を誘致する場合は、

政府は以下の項目に十分に配慮する必要がある。 

 
(ア) 想定外の費用の増大や進捗の遅れが無いよう、厳密な計

画管理と適切な評価を実施すること。 

(イ) 国内核融合研究については、我が国の核融合研究全体と

ＩＴＥＲ計画が有機的に連携する体制を構築すること。また、

核融合研究開発を支える人材の育成に考慮すること。 

(ウ) 将来的な発展を視野に入れ、トカマク以外のプラズマ閉じ

込め方式の研究も推進するとともに、中性子による放射化

の少ない材料等の開発にも配慮すること。 

(エ) ＩＴＥＲ計画を誘致する場合には、安全性の確保と放射化

物の処理について、周辺住民への説明も含め、十分な対

応を行うこと。 


